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■�失業率の推移－2005年以降は
好調

　1950年から長期にわたる失業率の
推移を見ると、東西ドイツ統一（1990
年）後、13％近くまで失業率が上昇し、
「欧州の病人」と呼ばれるほど悪化し
た。しかし、2005年以降、失業率は
改善し、現在の労働市場は非常に好調
である。2009年の世界金融危機の時は、
GDPに対する影響は大きかったもの
の、労働市場はさほど影響を受けな
かった。これは、主に「操業短縮手当」
と「労働時間口座制度」の効用による
ものだと考えられている。
　また、2000年代前半に実施された
労働市場改革の評価については様々な
意見があるが、私個人としては、失業
率に良い効果があったと考えている。
　直近の2012年～2019年にかけての
労働市場は、就業率の上昇とともに失
業率が減少し、失業者数も200万人を
下回るなど、とても良い状況が続いて
いる。ただし、東西統一の影響はまだ
残っており、旧東ドイツ地域の方が高

失業率であるといった地域格差はある。
また、ビジネスサイクル（景気）と失
業率との関連は弱くなってきている。
　このほかドイツの失業の特徴を見る
と、他国と比較して若年失業率が低い
ことが言える。これは、主に若年層向
けの初期職業訓練制度が影響している
と考えられている（類似制度がある
オーストリアやスイスも同じような状
況にある）。

■格差の拡大が課題

　労働市場全体の状況は良いが、他方
で格差が広がっているというマイナス
面が課題になっている。1990年代半
ば以降、賃金格差が拡大し続けており、
特に旧東ドイツ地域の女性労働者の賃
金格差が広がっている。
　労働組合の賃金協約適用率は、こう
した格差拡大の現象と並行して、下が
り続けている。1996年は旧西ドイツ
地域で70％、旧東ドイツ地域で56％
だった賃金協約適用率は、2017年に
それぞれ49％、34％にまで落ち込ん
でいる。このような問題を改善するた

めに、2015年には史上初の法定最低
賃金時給が導入された。導入前は大量
の失業が発生すると言われたが、これ
までのところ失業率への影響は見られ
ない。2019年時点で、最低賃金時給は、
9.19ユーロである。
　このほかのドイツ労働市場の特徴と
して、高技能労働者の失業率が低く、
低技能労働者の失業率が高いこと、都
市に高技能労働者が集中していること、
これにより都市と地方の格差が広がっ
ていること、人口の高齢化が進むなか
で、多数の移民・難民を受け入れてい
ること等が挙げられる。予測では、現
在のペースで移民・難民を受け入れて
も、2050年時点で労働人口は３割以
上減少するとされる。

■デジタル化は「脅威」か「好機」か

　デジタル化に関する議論はあらゆる
分野において活発に行われている。例
えば、大学や企業では、自宅や他の場
所にいながらオンラインで受講できる
大規模な公開講座（MOOC）の活用
可能性が話し合われている。また、デ
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ジタル化は、企業内の生産プロセスに
おけるデジタル化のみならず、企業と
顧客との関係も変容させている。
　雇用に目を向けると、デジタル化に
よって多くの雇用が失われるのではな
いかという脅威論をよく耳にする。雇
用喪失というのは、その時の企業の利
益性、法律や規制、社会的文化によっ
て、大きく変わるが、すでに同様の脅
威論は、1964年と2016年の雑誌シュ
ピーゲルの表紙を見ても分かるように、
過去において何度も同じ議論が繰り返
されてきた。

■�雇用の代替率に関する試算（フ
レイ＆オズボーン、ZEW、IAB）

　イギリス・オックスフォード大学の
マイケル・オズボーン准教授とカール・
ベネディクト・フレイ博士は、デジタ
ル化によって、アメリカでは10年～
20年以内に労働人口の47％の職業が
機械に代替可能であると試算した。一
方、ドイツの民間調査会社である欧州
経済研究センター（ZEW）が、同じ
データで異なる定義（同一職業に対す
る異なるスキル要求の変化など）を用
いて再計算をしたところ、同代替可能
性は10％となった。具体例を挙げると、
「秘書」という職業は、30年前と現
在とでは、仕事の内容（タスク）は変
化したが、職業自体は存在している。
こうした点を考慮に入れた。つまり、
「デジタル化は仕事の内容を変化させ
るかもしれないが、雇用そのものを喪

失させることはない」ので
ある。
　私が所長を務めていたド
イツ労働市場・職業研究所
（IAB）でも同様の試算を
行った。その結果、雇用へ
の代替可能性は2013年の
時点で15％だった。しかし、
この時点では「自動運転」
の急速な発展を予期してい
なかった。そのため、数年後に改めて
自動運転技術の進展による運転職種の
代替可能性等を考慮に入れた試算を
行った結果、2016年時点で、雇用代
替可能性は、10ポイント上昇し、
25％となった。

■技術的失業（ケインズ、1930年）

　1930年にイギリスの経済学者、ケ
インズが説明した技術的失業のメカニ
ズムの理論は、今でも有効である。
　新しい技術（テクノロジー）の発達
によって生産性が上がると、人手が不
要になり、労働力が過剰になる。これ
により、いったん職を失う人が増える
が、低価格・高品質の製品が市場に出
て需要が上がることで、再び人手が必
要になり、労働需要が高まる。このよ
うな時間的なズレの正体が「技術的失
業」だとする説明である。

■�テクノロジーの発展速度、�
生産性、本当の脅威とは

　ケインズの時代と違うのは、テクノ
ロジーの開発速度である。例えば「自
動運転」に関する技術の発展速度は、
2013年と2016年のわずか３年でIAB
の試算で雇用代替率が10％上昇する
ほどの早さと影響があった。
　また、ケインズが唱えたように、テ
クノロジーの発達によって、本当に生
産性が上昇するのか、という点につい

て、ドイツでは時間当たりの生産性が
実際は下がってきている。生産性は複
雑なパズルのようなもので、一概に要
因は特定できないが、デジタル化の進
展と生産性の上昇に今のところ相関関
係は見出せない。
　最後に、デジタル化による、一番の
問題は「失業」ではなく、「分配」に
あると私は考えている。現状を見ると、
デジタル化によって、グーグルのよう
なIT企業が市場利益を総取り（独占）
している。同様の現象が他の市場でも
急速に拡大している。1960年～70年
代には、「資本を労働者の手に」とい
うスローガンで労働運動が活発になり、
分配の在り方が盛んに議論された。
　一部の企業による市場の独占が今後
も続くのであれば、その利益を社会や
労働者に再分配・還元させる仕組み作
りが重要になってくるだろう。
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